
安威川流域下水道　中央水みらいセンター
汚泥処理施設包括管理事業
（設計・建設・維持管理）
様式集
令和５年１月
（令和5年3月20日修正版）

大 阪 府
1. 本書の位置づけ
本様式集は、大阪府（以下、「府」という。）が、「安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）（設計・建設・維持管理）」（以下、「本事業」という。）を実施する事業者の募集・選定を行うにあたって、入札に参加しようとする者を対象に交付する入札説明書と一体となるものである。
2. 提出書類一覧
（１）質問書に関する様式
様式1-1　入札説明書等に対する質問書
様式1-2　要求水準書等に対する質問書
様式1-3　技術提案書作成要領等に対する質問書
（２）説明会に関する様式
様式2-1　現地見学会参加申込書
様式2-2　資料閲覧申込書
様式2-3　資料閲覧に係る誓約書　※資料閲覧のみの場合
様式2-4　借用書兼誓約書　※資料を借用する場合
（３）入札参加申請に関する様式
様式3-1　総合評価一般競争入札参加申込書
様式3-2　グループ構成一覧表
様式3-3-1　配置予定技術者調書（事業総括責任者）
様式3-3-2　配置予定技術者調書（設計業務総括責任者）
様式3-3-3　設計業務実務経歴証明書
様式3-3-4　配置予定技術者調書（建設業務総括責任者）
様式3-3-5　建設業務総括責任者の専任性の確認調書
様式3-3-6　配置予定技術者調書（点検整備業務総括責任者）
様式3-4-1　焼却炉機械設備工事施工実績調書
様式3-4-2　焼却炉点検整備業務実績調書
様式3-4-3　契約（取引）実績に係る証明書
（４）技術提案に関する様式
様式4-1-1　技術提案書（正本）表紙
様式4-1-2　技術提案書（副本）表紙
様式4-1-3　技術提案書の受取書
様式4-2-1～様式4-2-8　技術提案様式
様式4-3-1　技術提案書添付資料（正本）表紙
様式4-3-2　技術提案書添付資料（副本）表紙
様式4-4-1-1～様式4-4-4　技術提案書添付資料様式（別紙１-１～別紙４）
様式4-4-5　技術提案書添付資料様式（別表１）　※EXCELファイル
様式4-5-1～様式4-5-19　見積書様式（別紙５）　※EXCELファイル
（５）入札に関する様式
様式5-1-1　入札書
様式5-1-2　入札書（再度入札用）
様式5-2-1　業務費内訳書１（設計・建設業務）　※EXCELファイル
様式5-2-2　業務費内訳書２（点検整備業務）　※EXCELファイル
様式5-2-3　業務費内訳書１（設計・建設業務）（再度入札用）　※EXCELファイル
様式5-2-4　業務費内訳書２（点検整備業務）（再度入札用）　※EXCELファイル
様式5-3　入札辞退届
様式5-4　委任状
（６）落札候補者の手続きに関する様式
様式6-1　誓約書
（７）その他様式
様式7-1　技術提案書に係る評価結果に対する質問書
様式7-2　予定価格（設計金額）に対する質問書
様式1-1

令和○年○月○日
入札説明書等に対する質問書
「安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）」に関する入札説明書等について、次のとおり質問がありますので提出します。
	会社名
	

	所在地
	

	所属
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	Fax
	

	E-Mail
	


	No
	資料名
	頁
	部
	章
	節
	項
	①
	項目名
	質問事項

	例
	入札説明書
	1
	-
	1
	(1)
	イ
	
	交付方法
	（質問内容）


	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※記入上の注意
１　入札説明書等（入札公告、入札説明書、発注概要書、入札心得、入札参加申請）に対する質問のみ記載してください。
２　本様式での要求水準書等（要求水準書、事業契約書（案）、基本協定書（案））及び技術提案書作成要領等（技術提案書作成要領、落札候補者決定基準）に対する質問には回答いたしません。入札参加申請後、グループの代表企業が様式1-2（要求水準書等に対する質問書）及び様式1-3（技術提案書作成要領等に対する質問書）により提出してください。
３　質問が多い場合は、行を適宜追加してください。
４　行の追加及び行の高さの変更以外、表の書式の変更を行わないでください。
５　ファイル形式はMicrosoft　Wordとします。
６　質問及び意見の送付先アドレス
gesuido-ppp@gbox.pref.osaka.lg.jp

７　申込み頂きました情報は、質問内容を確認する場合に限り、使用します。
様式1-2

令和○年○月○日
要求水準書等に対する質問書
「安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）」に関する要求水準書等について、次のとおり質問がありますので提出します。
	グループ名
	

	会社名(代表者)
	

	所在地
	

	所属
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	Fax
	

	E-Mail
	


	No
	資料名
	頁
	部
	章
	節
	項
	
	項目名
	質問事項

	例
	要求水準書
	14
	Ⅱ
	3
	3.1
	
	1)
	ユーティリティ（変動費対象）
	（質問内容）


	1
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※記入上の注意
１　この質問書はグループ単位で受け付けます。
２　入札参加申請後、グループの代表企業がグループ内の質問事項をとりまとめて提出してください。
３　要求水準書等（要求水準書、事業契約書（案）、基本協定書（案））に対する質問のみ記載してください。
４　本様式での入札説明書等（入札公告、入札説明書、発注概要書、入札心得、入札参加申請）及び技術提案書作成要領等（技術提案書作成要領、落札候補者決定基準）に対する質問には回答いたしません。様式1-1（入札説明書等に対する質問書）及び様式1-3（技術提案書作成要領等に対する質問書）により提出してください。
５　質問が多い場合は、行を適宜追加してください。
６　行の追加及び行の高さの変更以外、表の書式の変更を行わないでください。
７　ファイル形式はMicrosoft　Wordとします。
８　質問及び意見の送付先アドレス
gesuido-ppp@gbox.pref.osaka.lg.jp

９　申込み頂きました情報は、質問内容を確認する場合に限り、使用します。
様式1-3
令和○年○月○日
技術提案書作成要領等に対する質問書
「安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）」に関する技術提案書作成要領等について、次のとおり質問がありますので提出します。
	グループ名
	

	会社名(代表者)
	

	所在地
	

	所属
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	Fax
	

	E-Mail
	


	No
	資料名
	頁
	章
	節
	項
	
	
	項目名
	質問事項

	例
	技術提案書
作成要領
	1
	2
	2.1
	
	
	
	技術提案書の作成
	（質問内容）


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※記入上の注意
１　この質問書はグループ単位で受け付けます。
２　入札参加申請後、グループの代表企業がグループ内の質問事項をとりまとめて提出してください。
３　技術提案書作成要領等（技術提案書作成要領、落札候補者決定基準）に対する質問のみ記載してください。
４　本様式での入札説明書等（入札公告、入札説明書、発注概要書、入札心得、入札参加申請）及び要求水準書等（要求水準書、事業契約書（案）、基本協定書（案））に対する質問には回答いたしません。様式1-1（入札説明書等に対する質問書）及び様式1-2（要求水準書等に対する質問書）により提出してください。
５　質問が多い場合は、行を適宜追加してください。
６　行の追加及び行の高さの変更以外、表の書式の変更を行わないでください。
７　ファイル形式はMicrosoft　Wordとします。
８　質問及び意見の送付先アドレス
gesuido-ppp@gbox.pref.osaka.lg.jp

９　申込み頂きました情報は、質問内容を確認する場合に限り、使用します。
様式2-1

令和○年○月○日
現地見学会参加申込書
「安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）（設計・建設・維持管理）」に関する現地見学会に参加を申し込みます。
	グループ名
	

	会社名(代表者)
	

	所在地
	

	所属
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	Fax
	

	E-Mail
	

	参加者名
	（名前）
	（会社名）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	参加希望日時
	第１希望　　　令和●年　●月　●日　　●時～●時

	
	第２希望　　　令和●年　●月　●日　　●時～●時

	
	第３希望　　　令和●年　●月　●日　　●時～●時


※注意点
１　現地見学会への参加はグループ単位で受け付けます。
２　入札参加申請後、グループの代表企業が提出してください。
３　現地見学会への参加は、各社3名まで、1グループ10名までとします。
４　提出方法は、原則として電子メール（ファイル添付）にて大阪府都市整備部北部流域下水道事務所に提出してください。なお、ファイル形式はMicrosoft Wordとします。
５　提出者は、提出時に電話で着信確認を行ってください。
６　現地見学会参加申込の送付先アドレス
hokubugesui-g02@sbox.pref.osaka.lg.jp

７　申込み頂きました情報は、現地見学会の参加決定通知、当日の出席確認に限り、使用します。
様式2-2

令和○年○月○日
資料閲覧申込書
「安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）」に関する資料閲覧を申し込みます。
	グループ名
	

	会社名(代表者)
	

	所在地
	

	所属
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	Fax
	

	E-Mail
	

	参加希望日時
	第１希望　　　令和●年　●月　●日　　●時～●時

	
	第２希望　　　令和●年　●月　●日　　●時～●時

	
	第３希望　　　令和●年　●月　●日　　●時～●時

	閲覧を希望する資料
	


※注意点
１　資料閲覧はグループ単位で受け付けます。
２　入札参加申請後、グループの代表企業が提出してください。
３　資料閲覧への参加は、各社３名まで、１グループ10名までとします。
４　希望日時については、現場の業務状況等によりご希望に添えない場合があります。
５　申込者に対して、府より、別途、日時を連絡します。
６　資料準備のため、閲覧を希望する資料の内容についてできるだけ記載してください。
７　提出方法は、原則として電子メール（ファイル添付）にて大阪府都市整備部北部流域下水道事務所に提出してください。なお、ファイル形式はMicrosoft Wordとします。
８　提出者は、提出時に電話で着信確認を行ってください。
９　閲覧の際に「様式2-3 資料閲覧に係る誓約書」の提出を求めますので、閲覧日当日は必ず持参してください。持参されない場合は閲覧不可とします。
10　資料閲覧申込の送付先アドレス
hokubugesui-g02@sbox.pref.osaka.lg.jp

11　申込み頂きました情報は、資料閲覧対応に限り、使用します。
様式2-3
令和○年○月○日
資料閲覧に係る誓約書
大阪府北部流域下水道事務所長　様
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜代表企業名＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
＜閲覧者連絡先＞
部署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　本日、閲覧した資料につきましては、安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）総合評価一般競争入札に関する事項のみに使用し、本資料によって知り得た秘密を他に漏らさないことを誓約します。
　
様式2-4
令和○年○月○日
借用書兼誓約書
大阪府北部流域下水道事務所長　様
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
＜代表企業名＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
＜借用者連絡先＞
部署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　下記の資料について借用いたします。借り受けた資料については、安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）総合評価一般競争入札に関する事項のみに使用し、本資料によって知り得た秘密を他に漏らさないことを誓約します。
　また、借り受けた資料については、借用者が自ら管理し、取り扱いには十分注意します。万が一借用資料を破損、紛失等した場合には、現状復旧し、それに伴う費用を負担いたします。
記
１．借用期間：　（自）令和　　年　　月　　日　　（至）令和　　年　　月　　日
２．借用資料：
	資料名
	形状
	数量
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


===========================（切り取らないで下さい）==========================
返却書
　返却者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　返却日：令和　　　年　　　月　　　日
１　同一資料の借用は１グループ１回まで、借用期間は借用日を含めて３日間（２泊３日）までとします。
２　借用者は、資料借用時において借用書兼誓約書の原本を貸与者に提出し、コピーを受領してください。
３　返却者は、借用資料返却時において借用書兼誓約書のコピーを返却書原本として署名、貸与者に提出し、そのコピーを受領してください。
様式3-1
総合評価一般競争入札参加申込書
令和　　年　　月　　日　
　大阪府北部流域下水道事務所長　様
グループ名　　　
＜代表企業名＞
住　　　　所　　　　　　　　　　　
商号又は名称
代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
＜担当者連絡先＞
部署名　　　　　
担当者名　　　　
電話番号　　　　
ＦＡＸ　　　　　
メールアドレス　
　大阪府都市整備部発注の下記事業における総合評価一般競争入札に参加したいので、別添資料※を添えて入札参加を申請します。
　なお、提出する申込書及び添付資料のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。
事実と相違することが判明した場合は、入札を無効とされても、又は落札決定を取り消されても異議ありません。
※「発注概要書【提出書類一覧表】１．入札参加申込時に提出するもの」に記載された資料。
記
１．業務名称　「安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）」
２．誓約事項
『入札公告』及び『安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）入札説明書』に規定されている入札参加資格をすべて満たしていることを誓約します。
３．その他添付資料
　①　入札公告に示された経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し
　（入札参加申請時に提出できない場合は、入札時までに提出してください。）
※　ＦＡＸとメールアドレスは通知に必要なので、必ず記入してください。
===========================（切り取らないで下さい）==========================
	参加者番号
	


入札参加資格確認書
グループ名：
代表企業名：
代　表　者：　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府北部流域下水道事務所長
　先に申請のあった「安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）」に係る総合評価一般競争入札の入札参加資格が（有る・無い）ことを確認しましたので通知します。
※　参加資格を有しないと認められた場合、その理由書を添付しています。
様式3-2
令和○年○月○日
グループ構成一覧表
申請者
グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	代表
企業
	商号又は名称　
所在地　
代表者名　

	
	担当者　氏　名　
　　　　所　属　
　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX　
　　　　 E-mail　

	
	担当業務
	設計建設業務　・　点検整備業務

	
	①本事業における役割※1：焼却炉機械設備工事[主・副]／焼却炉点検整備業務[主・副]／
その他（　　　　）※2
②担当する内容※3：

	構成
企業
	商号又は名称　
所在地　
代表者名　

	
	担当者　氏　名　
　　　　所　属　
　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX　
　　　　 E-mail　

	
	①本事業における役割：焼却炉機械設備工事[主・副]／焼却炉点検整備業務[主・副]／
その他（　　　　）※2
②担当する内容：

	構成
企業
	商号又は名称　
所在地　
代表者名　

	
	担当者　氏　名　
　　　　所　属　
　　　　電　話　　　　　　　　　　　　FAX　
　　　　 E-mail　

	
	①本事業における役割：焼却炉機械設備工事[主・副]／焼却炉点検整備業務[主・副]／
その他（　　　　）※2
②担当する内容：


※１　本事業における役割を選択し、記載してください。なお、焼却炉機械設備工事又は焼却炉点検整備業務を複数の構成企業で分担する場合は、主担当、副担当の区分[主・副]を明確にしてください。
※２　本事業における役割のうち、「その他」については、以下より記載してください。
　　　　＜設計／機械設備工事／電気設備工事／土木工事／建築工事／工事監理／点検整備業務／その他（　　　）＞
※３　本事業における役割について、その内容を簡潔に記載してください。
※４　欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
様式3-3-1
令和○年○月○日
配置予定技術者調書
（事業総括責任者）
大阪府北部流域下水道事務所長　様
グループ名
商号又は名称　
住　　　　所　
代表者名（支店長名）　
（押印不要）
業務名称　：　安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
落札の際には、下記の者を事業総括責任者として配置いたします。
	No
	技術者氏名
	生年月日
	入社年月日
	資格・免許【任意】

	
	
	
	
	


※注意点
１　配置する予定の技術者を記載してください。
２　当該技術者は、直接（発注概要書で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用されていなければなりません。
３　入札参加者は、配置技術者の照合が可能な次の書類を提出してください。（写し）
①入札参加申請を行った日において直接（発注概要書で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用関係にある者であることが確認できる会社名が記載された健康保険被保険者証等の写し
※健康保険被保険者証等とは、健康保険被保険者証のほか健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書のうちいずれかの書類とする。
４　提出にあたっては、必ず日付を記載してください。提出後の、修正及び再提出は認めません。

様式3-3-2
令和○年○月○日
配置予定技術者調書
（設計業務総括責任者）
大阪府北部流域下水道事務所長　様
グループ名
商号又は名称　
住　　　　所　
代表者名（支店長名）　
（押印不要）
業務名称　：　安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
落札の際には、設計建設期間において、下記の者を設計業務総括責任者として配置いたします。
	No
	技術者氏名
	生年月日
	入社年月日
	資格・免許

	
	
	
	
	例：（技術士（○○部門）
　登録番号：　　　　　　　　）


※注意点
１　配置する予定の技術者を記載してください。
２　当該技術者は、直接（発注概要書で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用されていなければなりません。
３　入札参加者は、配置技術者の照合が可能な次の書類を提出してください。（写し）
（１）出身企業の設計部門に所属する者であることが証明できる書類
（２）以下に示すいずれかの要件を有する者であることが証明できる書類
a. 入札参加資格登録業種について、主任技術者となるために必要な要件を満たす者
b. a.と同等以上の資格を有する者と国土交通大臣が認定した者
c. 入札参加資格登録業種について、設計業務の実務経験が１０年以上ある者
（３）入札参加申請を行った日において直接（発注概要書で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用関係にある者であることが確認できる会社名が記載された健康保険被保険者証等の写し
※健康保険被保険者証等とは、健康保険被保険者証のほか健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書のうちいずれかの書類とする。
４　提出にあたっては、必ず日付を記載してください。提出後の、修正及び再提出は認めません。
様式3-3-3
令和○年○月○日
設計業務実務経歴証明書
大阪府北部流域下水道事務所長　様
グループ名
商号又は名称　
住　　　　所　
代表者名（支店長名）
（押印不要）
	技術者の氏名
	
	生年月日
	年　　月　　日
	年齢
	歳

	入札参加資格登録業種
	

	法令による
免許等
	名　称
	
	取得年月日
	

	
	名　称
	
	取得年月日
	

	実務経験年数
	実 務 経 験 期 間
	実 務 経 験 の 内 容

	年　　月
	年　　月～　　　年　　月
	

	年　　月
	年　　月～　　　年　　月
	

	年　　月
	年　　月～　　　年　　月
	

	年　　月
	年　　月～　　　年　　月
	

	年　　月
	年　　月～　　　年　　月
	

	年　　月
	年　　月～　　　年　　月
	

	年　　月
	年　　月～　　　年　　月
	

	年　　月
	年　　月～　　　年　　月
	

	年　　月
	年　　月～　　　年　　月
	

	小　計
	満 　年　月
	証明者と使用関係がない実務経験を記載した場合
	上記の実務経験を有することに相違ありません。
令和　年　月　日
技術者の氏名（自署）
（押印不要）

	合　計
	満 　年　月
	
	


様式3-3-4

令和○年○月○日
配置予定技術者調書
（建設業務総括責任者）
大阪府北部流域下水道事務所長　様
グループ名
商号又は名称　
住　　　　所　
代表者名（支店長名）　
（押印不要）
業務名称　：　安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
落札の際には、建設業務の着手日から工事目的物の完成日までの間、下記の者を建設業務総括責任者として専任で配置いたします。
	No
	技術者氏名
	生年月日
	入社年月日
	資格・免許

	
	
	
	
	例：（技術士（○○部門）
　登録番号：　　　　　　　　）


※注意点
１　配置する予定の技術者を記載してください。
２　他工事に従事している者、建設業法に規定する営業所の専任の技術者に配置されている者は、本事業の専任の技術者として配置できません。本様式提出時点において、他工事に従事している者、建設業法に規定する営業所の専任の技術者に配置されている者を記載する場合には、専任の技術者として配置できることが証明できる書類（コリンズで確認できない場合には、従事している工事の工程表等）を合わせて提出してください。
３　当該技術者は、直接（発注概要書で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用されていなければなりません。
４　入札参加者は、配置技術者の照合が可能な次の書類を提出してください。（写し）
（１）以下に示すいずれかの資格を有する者であることが証明できる書類
a. 入札参加資格登録業種について、監理技術者資格者証を取得するための要件を満たす者
b. a.と同等以上の資格を有する者と国土交通大臣が認定した者
（２）入札参加申請を行った日において直接（発注概要書で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用関係にある者であることが確認できる会社名が記載された健康保険被保険者証等の写し
※健康保険被保険者証等とは、健康保険被保険者証のほか健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書のうちいずれかの書類とする。
５　提出にあたっては、必ず日付を記載してください。提出後の、修正及び再提出は認めません。
様式3-3-5

令和○年○月○日
建設業務総括責任者の専任性の確認調書
大阪府北部流域下水道事務所長　様
グループ名
商号又は名称　
住　　　　所　
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　　
（押印不要）
下記のとおり提出します。
	業務名称
	安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）

	経営業務の
管理責任者の氏名
	

	営業所における
専任技術者の氏名
	

	当該工事現場に配置する
技術者の氏名
	


※注意点
（１）建設業許可の申請・変更等の届出の時に提出している「経営業務の管理責任者証明書（様式第７号）」の副本の写しを添付してください。
（２）建設業許可の申請・変更等の届出の時に提出している「専任技術者証明書（様式第８号（1）又は（2））」の副本の写しを添付してください。
様式3-3-6
令和○年○月○日
配置予定技術者調書
（点検整備業務総括責任者）
大阪府北部流域下水道事務所長　様
グループ名
商号又は名称　
住　　　　所　
代表者名（支店長名）　　　　　　　　　　　　
（押印不要）
業務名称　：　安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
落札の際には、点検整備業務期間において、下記の者を点検整備業務総括責任者として配置いたします。
	No
	技術者氏名
	生年月日
	入社年月日
	資格・免許【任意】

	
	
	
	
	


※注意点
１　配置する予定の技術者を記載してください。
２　入札公告に掲げる点検整備業務総括責任者の要件を満たす者を記入してください。
３　現場作業中は現場へ常駐で従事する責任者を配置してください。
４　当該技術者は、直接（発注概要書で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用されていなければなりません。
５　入札参加者は、配置技術者の照合が可能な次の書類を提出してください。（写し）
（１）入札参加申請を行った日において直接（発注概要書で３ヶ月以上の雇用を求めている場合は、入札参加申請を行った日において３ヶ月以上）雇用関係にある者であることが確認できる会社名が記載された健康保険被保険者証等の写し
※健康保険被保険者証等とは、健康保険被保険者証のほか健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書、住民税特別徴収税額の通知書・変更通知書のうちいずれかの書類とする。
６　提出にあたっては、必ず日付を記載してください。提出後の、修正及び再提出は認めません。
様式3-4-1
令和○年○月○日
焼却炉機械設備工事施工実績調書
大阪府北部流域下水道事務所長　様
グループ名
商号又は名称　
住　　　　所　
代表者名（支店長名）　
（押印不要）
業務名称　：　安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
参加資格要件のうち機械設備工事を実施する者が満足する機械設備工事の完成実績については、下表のとおりです。
	工事名称
	

	発注機関名
	

	工　　期
	平成・令和　　年　　月　　日　～　平成・令和　　年　　月　　日

	（ＪＶの場合、ＪＶ全体の）
契約金額（税込）
	

	受注形態
	単　体　　／　　共同企業体（出資比率　　％）

	工事概要
	

	コリンズ番号
	


※注意点
１　平成19年４月１日から入札参加申請期限までに、我が国又は効力を有する政府調達に関する協定を適用している国及び地域並びに我が国に対して建設市場が開放的であると認められる国及び地域において、元請として次の要件を満たす工事であって公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成12年法律第127号）第２条第２項に規定する公共工事であるものに係る請負契約（外国におけるこれに相当する請負契約を含む。）を単体企業で履行した実績（共同企業体の構成員としての実績にあっては、出資比率が20パーセント以上のものに限る。）について記載してください。
官公庁所管の下水終末処理場における１炉当たり処理能力が脱水ケーキ５０ｔ/日以上の焼却炉の製作を含む焼却炉設備工事

　　ただし、製作は次のいずれかに限る。
・設計、製造及び検査を自ら行う場合
・設計及び検査を自ら行い、製造のみを外注に付す場合
・OEM契約に基づく外注により製作している場合
２　施工実績の内容をコリンズ登録証で確認できる場合は、施工実績を確認できる書類の提出は必要ありません。
３　施工実績の内容をコリンズ登録証で確認できない場合は、施工実績を確認できる書類（契約書、設計書、図面、特記仕様書等）を提出してください。
　なお、機器の製作が含まれる施工実績を求めている場合は、入札参加資格で指定している機器の製作が含まれたものであることが必要です。
様式3-4-2
令和○年○月○日
焼却炉点検整備業務実績調書
大阪府北部流域下水道事務所長　様
商号又は名称　
住　　　　所　
代表者名（支店長名）　
（押印不要）
業務名称　：　安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
参加資格要件のうち点検整備業務を実施する者が満足する契約実績については、下表のとおりです。
	要件
	履行期間
	契約件名
	発注機関名
	業務概要

	a)
	～
	
	
	

	
	～
	
	
	

	
	～
	
	
	

	b)
	～
	
	
	

	
	～
	
	
	

	
	～
	
	
	

	c)
	～
	
	
	

	
	～
	
	
	

	
	～
	
	
	


※注意点
１　点検整備業務において構成企業として焼却炉点検整備業務を実施する者は、平成24年４月１日から入札参加申請の前日までの間に、次の要件を満たす業務を単体企業で履行を完了した実績について記載してください。
本業務の機械設備工事を実施するものが施工した焼却炉（官公庁所管の下水終末処理場における１炉当たり処理能力が脱水ケーキ５０ｔ/日以上のものに限る。）の点検整備業務。
２　業務概要欄には、上記１を満足していることが確認できるように業務対象施設の規模等について記載してください。
３　記載した契約について、契約書の写しを添付してください。
４　仕様書等の契約書付属文書で入札参加資格に触れないものは、添付の省略が可能です。
５　契約書等の写しがない場合は、様式3-4-3「契約（取引）実績に係る証明書」により、発注者の証明書を取得し、提出してください。
様式3-4-3
令和　　年　　月　　日
契約（取引）実績に係る証明書
（発注者）
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　（押印不要）
　　　　　　　　　　　　　　　　【連絡先　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　】
【連絡先　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　】
下記一覧のとおり取引があったことを証明します。
	No
	契　約
年月日
	履行期間
	契　約　件　名
	業　務　内　容
	契約金額
（税込）

	
	
	
	
	
	


安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）に係る入札参加資格審査申請のため、大阪府に提出する必要がありますので、上記のとおり取引があったことを証明願います。
令和　　年　　月　　日
（受注者）
所在地
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※記入上の注意
１）入札公告で示した入札参加資格を満たす契約のみ記載してください。
２）契約毎に、契約年月日、履行期間、契約件名、業務内容、契約金額を記載してください。
３）記載した契約（取引）があった旨を、発注者の証明を取得し、提出してください。
４）証明内容について、必要のある場合、照会を行いますので、発注者側の担当者名、電話番号を明記願います。
※契約書等の写しが添付できる場合は、様式3-4-2と契約書（写）により、提出してください。
様式4-1-1
【技術提案書（正本）表紙】
	注）・技術提案書（正本）は、
　　　　大阪府都市整備室下水道室
　　〒540-0008　大阪府大阪市中央区大手前３丁目２－１２　電話番号06-6944-9313

　　　あて、所定の期日までに持参又は郵送をお願いします。
・郵送方法等の詳細は入札説明書及び発注概要書を参照してください。


	管理番号
	


※管理番号は記入しないでください
大阪府北部流域下水道事務所長　様
	グループ名
	

	企業名(代表者)
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	(押印不要)


	参加者番号
	


安威川流域下水道　中央水みらいセンター
汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
技術提案書（正本）
令和　年　月　日付けで公告のありました標記事業の技術提案書（正本）について、別紙のとおり提出します。
	【確認事項】
　技術提案書（正本・副本）及び技術提案書添付資料（正本・副本）を落札者決定後に
                〔発注事務所へ受け取りに行く・受け取らない〕
　
どちらかに必ず○をつけること。○が無い場合「受け取らない」とみなす。
受け取らない場合は、本技術提案書に関する権利を放棄したものとみなし、正本、副本ともに本府において廃棄処分を行う。
受け取りに行く場合は、「技術提案書の別紙様式（受取書）」を持参する。


	問い合わせ先
	

	部署・担当者名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


様式4-1-2
【技術提案書（副本）表紙】
	注）・技術提案書（副本）は、技術提案書（正本）と一緒に２部提出してください。
・技術提案書（副本）の内容は技術提案書（正本）と同一のものとし、本表紙には発注者から送付した参加者番号のみを記入したうえ、内容について入札参加者名を特定できないようマスキング処理等を行ってください。


	管理番号
	


※管理番号は記入しないでください
大阪府北部流域下水道事務所長　様
	参加者番号
	


安威川流域下水道　中央水みらいセンター
汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
技術提案書（副本）
令和　年　月　日付けで公告のありました標記事業の技術提案書（副本）について、別紙のとおり提出します。
様式4-1-3
技術提案書の受取書
令和　　年　　月　　日
大阪府北部流域下水道事務所長　様
	グループ名
	

	企業名(代表者)
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	(押印不要)


　提出しました下記事業の技術提案書について、貴事務所より返却され受け取りました。
	事業名
	安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）

	公告日
	令和　年　月　日


様式4-2-1(1/3)
【評価項目番号1】運転時消費電力量削減及び創エネルギーに関する項目【必須】
	
	【提案等を求める内容】

	設計建設業務に係る評価項目
	【具体的な内容】
　汚泥処理施設の運転に際しては多くの電力を消費するため、その削減は下水処理全体の消費電力量削減においても重要な課題となるが、汚泥処理施設は多種多様な機器の集合体であるため、これら機器の形式や仕様、組み合わせ等を見直すことで、消費電力量の削減を見込むことができる。さらに、消費電力量削減だけでなく、意識的にエネルギーを創り出す（創エネルギー）に取り組み、使用する電力を賄うことも重要である。
　そこで、脱水施設及び焼却炉施設において、以下の資料により消費電力量を削減する有効な提案を求める。
１）消費電力量の削減の方法論等技術資料（方法論、理論的根拠、数値的根拠、熱計算書、容量計算書、フローシート、標準的な脱水施設及び焼却炉施設との比較資料など）
２）提案された機器等（又は機器等の組合せ）の仕様、構造及びランニングコスト*1
３）提案技術を適用した事例の実証データによる実証結果*2及び実績稼働日数*3を明確にできる資料
なお、消費電力量の削減量の算出においては、下の【条件】（汚泥性状については代表値）で算出すること。
また、機器仕様決定のための熱計算・容量計算に必要な脱水ケーキの性状は、要求水準書 II 設計建設業務に関する事項　1.4処理対象汚泥　の通り。
【条件】
・脱水ケーキの性状は、含水率代表値78％（76～82%） 、有機分率代表値85％（81～89%） 高位発熱量19,613kJ/kg-DSとする。
・消費電力の標準値は、（機器の全設備容量－発電機容量）(kW)に、需要率（最大需要電力/全設備容量）0.7、及び負荷率（平均需要電力/最大需要電力）1.0を乗じた値とする。
・年間に換算した消費電力量は、上記の消費電力に1日の運転時間24時間、年間の運転日数310日を乗じた値とする。
【評価項目（審査のポイント）】
①消費電力量の削減に関する内容が定量的に記述され、構造的、機能的に有効な記述がなされている場合に評価する。
②標準的な脱水施設及び焼却炉施設との比較により、消費電力量の削減量が確認できる場合に評価する。
③要求水準書に記載される脱水ケーキの性状の全範囲において、対応できる有効な提案であれば評価する。
ただし、以下の提案は無効とする。
・定量的な実証結果*2により技術的有効性を証明できない提案
・実績稼働日数*3が連続90日に満たない提案
・費用対効果が劣る提案*4
*1：ランニングコストは、「別表１費用対効果の確認」にて確認する。受注者による定期点検費、法定点検費、定期交換部品費（材工共）、および脱水設備の薬品代の10年9か月分の費用とし、終末処理場を維持管理するメンテナンス作業員による作業費等は含まない。
*2：実証結果は、実験プラントを除き、終末処理場において実際に納入され、汚泥を処理している実プラントによるデータから効果が明確にわかるものとする。
*3：実績稼働日数は、技術提案書の提出日までにおける、終末処理場1機場での実績日数とする。焼却炉設備は汚泥投入実績日数、脱水設備は焼却炉設備への送泥実績日数とする。
*4：費用対効果が劣る提案とは以下の通りとし、「別表１費用対効果の確認」にて確認する。なお、電力料金は22円/kWh、補助燃料（都市ガス）は134円/Nm3として計算する。また、イニシャルコストは要求水準書に示す建設業務の合計金額である。
・標準的な脱水施設及び焼却炉施設に対して（イニシャルコストの増減分＋10年9か月間のランニングコストの増減分）＞（10年9か月間の電力の削減額＋補助燃料の削減額）となる提案。
　または、（10年9か月間のランニングコストの増分）＞（10年9か月間の電力の削減額＋補助燃料の削減額）となる提案。
・工事完成後の引き渡し日以後10年9か月の期間における各種標準値は次の通りとする。消費電力（脱水設備及び焼却炉設備）：28,664,832 kWh、補助燃料使用量：4,694,826 Nm3。
*5：削減電力量とは、消費電力量の削減量又は回収できる電力量、或いはそれらの合計量とする。



様式4-2-1(2/3)
【評価項目番号1】運転時消費電力量削減及び創エネルギーに関する項目【必須】
	
	【提案等を求める内容】

	設計建設業務に係る評価項目
	＜記載方法＞
【消費電力の削減量】
　提案に基づく脱水施設及び焼却炉施設の１０年９カ月間の削減電力量*5を記載する。[kWh]
提案施設の電力量
標準的な施設の電力量
削減電力量*5 
脱水施設
5,822,544

焼却炉施設
22,842,288

合計
28,664,832
     ※焼却炉施設の標準的な施設の電力量は、発電量を差し引いた値を記入している。
【設備容量及び発電機容量】
提案に基づく脱水施設及び焼却炉施設の設備容量及び発電機容量を記載すること。
提案施設の
設備容量[kW]
提案施設の
発電機容量[kW]
標準的な施設の
設備容量[kW]
標準的な施設の
発電機容量[kW]
脱水施設
－
104

-
焼却炉施設
518
110
合計

622
110
・消費電力量の削減の方法論等技術資料は別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。
・提案された機器等の仕様、構造については別紙１-１（様式4-4-1-1）に記載すること。
・提案技術を適用した事例の実証データによる実証結果及び実績稼働日数については別紙１-２（様式4-4-1-2）に記載すること。
・上記提案のランニングコスト及び費用対効果の確認のため、別表１（様式4-4-5）に内訳を記載すること。



様式4-2-1(3/3)
【評価項目番号1】運転時消費電力量削減に関する項目【必須】
	
	【提案等を求める内容】

	設計建設業務に係る評価項目
	【標準設計での設備容量及び発電機容量】
　脱水設備
設備容量kW
（常用）
発電機容量kW（常用）
汚泥供給ポンプ
15
圧入式スクリュープレス形脱水機
25.8
薬品供給ポンプ
3.7
脱水機洗浄水ポンプ
3.7
ケーキ圧送ポンプ
39
薬品供給機
0.4
薬品溶解タンク
11
薬品コンテナ
0
薬品溶解水ポンプ
5.5
合計
　104kW
　
　　　※弁類は計算に含めない。

	　焼却炉設備
設備容量kW
（常用）
発電機容量
kW（常用）
定量フィーダ
22
　
ケーキ供給ポンプ
24
　
流動床焼却炉
0
　
バーナファン
15
　
砂冷却コンベヤ
2.2
　
砂選別機
1.5
　
砂搬送コンベヤ
2.2
　
砂ホッパ
0.75
　
砂搬入ホイスト
4.1
　
流動空気予熱器
0
　
流動ブロワ
150
　
白煙防止予熱器
0
　
プレヒータ
0
　
ターボブロワ
37
　
バグフィルタ
25
　
排煙処理塔
0
　
排煙処理塔
循環ポンプ
22
　
誘引ファン
75
　
煙突
0
　
灰移送コンベヤ
2.2
　
灰ホッパ
1.5
　
灰加湿器
15
　
環境集塵機
0.75
　
環境集塵ファン
3.7
　
苛性ソーダタンク
6
　
苛性ソーダ
供給ポンプ
0.4
　
空気圧縮機
37
　
除湿機
1.1
　
空気槽
0
　
処理水ポンプ
37
　
廃熱ボイラ
0
　
上水タンク
0
　
上水ポンプ
11
　
軟水ポンプ
0.55
　
ドレンタンク
0
　
ボイラ給水ポンプ
2.2
　
蒸気発電機
15
110
冷却塔
3.7
　
コンデンサ
0
　
　
　
　
合計
518kW
110kW
※弁類は計算に含めない。



様式4-2-2(1/2)
【評価項目番号2】運転時補助燃料削減に関する項目【必須】
	
	【提案等を求める内容】

	設計建設業務に係る評価項目
	【具体的な内容】
焼却炉施設の運転に際しては多くの補助燃料を消費するため、その削減は重要な課題となるが、焼却炉施設は多種多様な機器の集合体であるため、これら機器の形式や仕様、組み合わせ等を見直すことで、補助燃料使用量の削減を見込むことができる。
　そこで焼却炉施設において、以下の資料により補助燃料使用量を削減する有効な提案を求める。
１）補助燃料使用量の削減の方法論等技術資料（方法論、理論的根拠、数値的根拠、熱計算書、容量計算書、フローシート、標準的な焼却炉施設との比較資料など）
２）提案された機器等（又は機器等の組合せ）の仕様、構造及びランニングコスト*1
３）提案技術を適用した事例の実証データによる実証結果*2及び実績稼働日数*3を明確にできる資料
なお、補助燃料使用量の削減量の算出においては、下の【条件】（汚泥性状については代表値）で算出すること。
また、機器仕様決定のための熱計算・容量計算に必要な脱水ケーキの性状は、要求水準書 II 設計建設業務に関する事項　1.4処理対象汚泥　の通り。
上記１）～３）の添付資料は別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。
【条件】
・脱水ケーキの性状は、含水率代表値78％（76～82%） 、有機分率代表値85％（81～89%） 高位発熱量19,613kJ/kg-有機分とする。
・補助燃料は都市ガスとし、標準値は、58.7（Nm3/h）とする。
・年間に換算した補助燃料消費量は、上記の補助燃料の標準値に、1日の運転時間24時間と年間の運転日数310日を乗じた値とする。

【評価のポイント】
①補助燃料使用量の削減に関する内容が定量的に記述され、構造的、機能的に有効な記述がなされている場合に評価する。
②標準的な焼却炉施設との比較により、補助燃料使用量の削減量が確認できる場合に評価する。
③要求水準書に記載される脱水ケーキの性状の全範囲において、対応できる有効な提案であれば評価する。
ただし、以下の提案は無効とする。
・定量的な実証結果*2により技術的有効性を証明できない提案
・実績稼働日数*3が連続90日に満たない提案
・費用対効果が劣る提案*4
*1：ランニングコストは、「別表１費用対効果の確認」にて確認する。受注者による定期点検費、法定点検費、定期交換部品費（材工共）、および脱水設備の薬品代の10年9か月分の費用とし、終末処理場を維持管理するメンテナンス作業員による作業費等は含まない。
*2：実証結果は、実験プラントを除き、終末処理場において実際に納入され、汚泥を処理している実プラントによるデータから効果が明確にわかるものとする。
*3：実績稼働日数は、技術提案書の提出日までにおける、終末処理場1機場での実績日数とする。焼却炉設備は汚泥投入実績日数、脱水設備は焼却炉設備への送泥実績日数とする。
*4：費用対効果が劣る提案とは以下の通りとし、「別表１費用対効果の確認」にて確認する。なお、電力料金は22円/kWh、補助燃料（都市ガス）は134円/Nm3として計算する。また、イニシャルコストは要求水準書に示す建設業務の合計金額である。
・標準的な脱水施設及び焼却炉施設に対して（イニシャルコストの増減分＋10年9か月間のランニングコストの増減分）＞（10年9か月間の電力の削減額＋補助燃料の削減額）となる提案。
　または、（10年9か月間のランニングコストの増分）＞（10年9か月間の電力の削減額＋補助燃料の削減額）となる提案。
・工事完成後の引き渡し日以後10年9か月の期間における各種標準値は次の通りとする。消費電力（脱水設備及び焼却炉設備）：28,664,832 kWh、補助燃料使用量：4,694,826 Nm3。



様式4-2-2(2/2)
【評価項目番号2】運転時補助燃料削減に関する項目【必須】
	
	【提案等を求める内容】

	設計建設業務に係る評価項目
	＜記載方法＞
【補助燃料使用量の削減量】
提案に基づく補助燃料（都市ガス）の１０年９か月間の削減量を記載すること。[Nm3]
提案施設の使用量
標準的な施設の使用量
削減量
焼却炉施設
4,694,826
合計
4,694,826

・補助燃料使用量削減の方法論等技術資料は別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。
・提案技術を適用した事例の実証データによる実証結果及び実績稼働日数については別紙２（様式4-4-2）に記載すること。
・上記提案のランニングコスト及び費用対効果の確認のため、別表１（様式4-4-5）に内訳を記載すること。



様式4-2-3(1/2)
【評価項目番号3】環境性に関する項目
	
	【提案等を求める内容】

	設計建設業務に係る評価項目
	【具体的な内容】
下水道は、処理の過程において温室効果ガスを排出するとともに、多くのエネルギーを消費することから、2050年カーボンニュートラル・脱炭素社会の実現に向け、脱炭素の取組をより一層強化することが求められている。
地球温暖化防止対策として、近年の焼却炉施設については、燃焼温度を上げて高温焼却（850℃程度）することにより排ガス中の一酸化二窒素（N2O)排出量抑制を行っている。しかし燃焼温度を上げることにより、当然、補助燃料消費量も上がることになる。一酸化二窒素（N2O)を抑制しつつ、補助燃料消費量を削減するためには、焼却炉施設の熱効率を如何に高めるか（特に炉内温度を如何に制御するか）が重要であると考えられる。
また、消費電力についても温室効果ガスを間接的に発生するものであり、汚泥の燃焼由来、補助燃料由来、消費電力由来の地球温暖化係数を総合的に削減することが重要と考えられる。
そこで脱水施設及び焼却炉施設において、以下の資料により一酸化二窒素（N2O)等発生量を削減する有効な提案を求める。但し、補助燃料を用いて燃焼温度を850℃以上に上昇させる提案は認めない。
１）一酸化二窒素排出量抑制の方法論等技術資料（方法論、理論的根拠、数値的根拠、熱計算書、容量計算書、フローシート、標準的な脱水施設及び焼却炉施設との比較資料など）
２）一酸化二窒素排出量抑制を実現するための具体的な施設の内容
３）提案技術を適用した事例の実証データによる実証結果*1（炉内温度分布とその変化、排ガス中の一酸化二窒素の挙動、補助燃料消費量の状況、脱水施設の電力消費量の状況）及び実績稼働日数* 2を明確にできるもの。
なお、一酸化二窒素（N2O)発生量の削減量の算出においては、下の【条件】（汚泥性状については代表値）で算出すること。
また、機器仕様決定のための熱計算・容量計算に必要な脱水ケーキの性状は、要求水準書 II 設計建設業務に関する事項　1.4処理対象汚泥　の通り。
【条件】
・脱水ケーキの性状は、含水率代表値78％（76～82%） 、有機分率代表値85％（81～89%） 高位発熱量19,613kJ/kg-有機分とする。
・一酸化二窒素（N2O）の標準値は、次の通りとする。汚泥由来：2.7kg-N2O/h。都市ガス由来：0.439kg-N2O/h。電力由来：0.435kg-N2O/h。なお、汚泥由来：0.000645 t-N2O/t、都市ガス由来：2.23 t-CO2/1000Nm3、電力由来：0.000362 t-CO2/kWhとし、298 kg-CO2=1 kg-N2Oとする。温室効果ガス発生量については、N2O発生量に変換し計算すること。
・年間に換算した一酸化二窒素発生量は、上記の一酸化二窒素発生量標準値に、それぞれ1日の運転時間24時間と年間の運転日数310日を乗じた値とする。
・工事完成後の引き渡し日以後10年9か月の期間におけるN2O発生量の標準値は285,849kg-N2Oとする。
【評価のポイント】
①一酸化二窒素（N2O)発生量の削減に関する内容が定量的に記述され、構造的、機能的に有効な記述がなされている場合に評価する。
②標準的な脱水施設及び焼却炉施設との比較により、一酸化二窒素（N2O)発生量の削減量が確認できる場合に評価する。
③要求水準書に記載される脱水ケーキの性状の全範囲において、対応できる有効な提案であれば評価する。
*1：実証結果は、実験プラントを除き、終末処理場において実際に納入され、汚泥を処理している実プラントによるデータから効果が明確にわかるものとする。
*2：実績稼働日数は、技術提案書の提出日までにおける、終末処理場1機場での実績日数とする。焼却炉設備は汚泥投入実績日数、脱水設備は焼却炉設備への送泥実績日数とする。



様式4-2-3(2/2)
【評価項目番号3】環境性に関する項目
	
	【提案等を求める内容】

	設計建設業務に係る評価項目
	＜記載方法＞
【一酸化二窒素（N2O)発生量の削減量】
提案施設の
一酸化二窒素発生量
標準的な施設の
一酸化二窒素発生量
削減量
脱水施設
電力由来
0.088 kg-N2O/h

焼却炉施設
汚泥由来
2.7 kg-N2O/h

都市ガス由来
0.439 kg-N2O/h

電力由来
0.347 kg-N2O/h

合計
3.574 kg-N2O/h

・一酸化二窒素（N2O)発生量削減の方法論等技術資料は別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。
・提案技術を適用した事例の実証データによる実証結果及び実績稼働日数については別紙３（様式4-4-3）に記載すること。



様式4-2-4
【評価項目番号4】施設の安全性に関する項目
	
	【提案等を求める内容】

	設計建設業務に係る評価項目
	【具体的な内容】
多くの機器で構成される焼却炉施設において、地震発生による緊急停止後には施設全体の点検を迅速に行うことが求められる。
そこで、運転管理者における点検作業を想定し、地震発生による緊急停止後の焼却炉施設の損傷を運転管理者が瞬時に監視装置等で把握できる機器、手法等について、以下の資料によりプラントメーカー等の知見を活かした具体的な提案を求める。
①導入する機器、手法等の説明と、短時間で効率的に損傷状況を把握できる理由
②提案の有効性を説明できる根拠（実績、学術論文など）
導入実績等は下水道の焼却炉施設に限定しない。
また、機器の重故障による緊急停止の場合は提案として認めない。
なお、1つの提案について①と②の資料を提出すること。複数提案は認めない。
【評価のポイント】
①、②の各項目において具体的な記述があり、かつ有効な提案であれば評価する。
ただし、以下の提案は評価しない。
・通常の管理上で必要となるものについての提案
・①、②の各項目における複数の提案
・①がなく②のみの提案
・①が評価できなかった場合の②の提案

	
	＜記載方法＞
①導入する機器、手法等の説明と、短時間で効率的に損傷状況を把握できる理由
②提案の有効性を説明できる根拠（実績、学術論文など）
※必要に応じ、別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。



様式4-2-5
【評価項目番号5】点検整備における測定項目や得られたデータの有効活用に関する項目
	
	【提案等を求める内容】

	点検整備業務に係る評価項目
	【具体的な内容】
点検整備で得られる様々なデータに対して、故障の未然防止や改築修繕計画策定に活用できる判断基準を設定するなど、点検整備業者の知見を積極的に活用したより高度な業務の実施が期待される。
【対象設備】に示す設備から1つの設備を選び、選んだ設備の保全管理における点検整備業者の有する知見を活かした取得データの活用方法について、以下の具体的な提案を求める。
①活用が効果的と考えるデータ項目、理由、分析方法
②活用の際の数値的な判断基準（実績、学術論文など）
【対象設備】汚泥圧送ポンプ、脱水機本体、焼却炉本体、空気予熱器、汚泥乾燥機、焼却炉監視制御設備
なお、1つの提案について①と②の資料を提出すること。複数提案は認めない。
【評価のポイント】
①、②の各項目において具体的な記述があり、かつ有効な提案であれば評価する。
ただし、以下の提案は評価しない。
・複数の設備に関する提案
・1つの設備に対して複数の提案
・①がなく②のみの提案
・①が評価できなかった場合の②の提案

	
	＜記載方法＞
①活用が効果的と考えるデータ項目、理由、分析方法
②活用の際の数値的な判断基準（実績、学術論文など）
※必要に応じ、別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。



様式4-2-6
【評価項目番号6】供用開始後施設の故障時対応に関する項目
	
	【提案等を求める内容】

	点検整備業務に係る評価項目
	【具体的な内容】
汚泥処理施設は24時間365日安定的に稼働する必要がある。しかし、多種多様な機器の集合体であるため、安定的な施設の運営を図る上で、トラブル発生時の迅速な対応が期待される。
下記について具体的な提案を求める。
①トラブル発生時の迅速な対応を担保する状態把握の方法（リモートで故障を把握する等）及び迅速な対応を担保する体制を構築するための手法（施設の主要な機器構成を網羅する体制の構築等）
②トラブル発生時の迅速な補修に必要な主要部品の調達方法（主要部品とは「ストックマネジメント手法を踏まえた下水道長寿命化計画策定に関する手引き（案）（平成25 年9 月国土交通省水管理・国土保全局下水道部」において定義されている主要部品を示し、消耗品や汎用的な機器の部品は含まない。）
なお、①及び②について、複数提案は認めない。
【評価のポイント】
①、②の各項目においてトラブル発生時の迅速な対応が可能となるための具体的な記述があり、かつ有効な提案であれば評価する。
ただし、以下の提案は評価しない。
・①、②の各項目における複数の提案
・②における「今回事業で大阪府に予備品を納入する」という提案
・②における主要部品以外に関する提案

	
	＜記載方法＞
①トラブル発生時の迅速な対応を担保する状態把握の方法（リモートで故障を把握する等）及び迅速な対応を担保する体制を構築するための手法（施設の主要な機器構成を網羅する体制の構築等）
②トラブル発生時の迅速な補修に必要な主要部品の調達方法（主要部品とは「ストックマネジメント手法を踏まえた下水道長寿命化計画策定に関する手引き（案）（平成25 年9 月国土交通省水管理・国土保全局下水道部」において定義されている主要部品を示し、消耗品や汎用的な機器の部品は含まない。）
※必要に応じ、別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。



様式4-2-7(1/2)
【評価項目番号7】デジタルトランスフォーメーションの活用に関する項目
	
	【提案等を求める内容】

	共通評価項目
	【記載すべき事項】
設計建設業務、点検整備業務等におけるデジタルトランスフォーメーションの活用について具体的な提案を求める。
提案する技術の内容と活用方法および効率化・省力化の効果について具体的な記載を求める。
1つの技術について活用方法が複数ある場合でも１つの提案とすること。
【評価のポイント】
デジタルトランスフォーメーションの活用について、提案する技術の内容と活用方法および効率化・省力化の効果について具体的な記載があり、かつ有効な提案であれば評価する。
ただし、大阪府でも通常活用しているWeb会議を利用した業務効率化や遠隔臨場による省力化は認めない。
また、現場操作盤を無くし操作端末を導入する等の提案の場合、大阪府の目標寿命(23年)以上の期間において、保守維持（修繕含む）できるものであることとし、期間内において交換部品が供給可能である根拠資料を添付すること。根拠資料が無い場合はその提案を評価しない。
なお、本項目の上限提案数は5個とする。6個以上の提案があった場合は項目7に関する全ての提案を評価しない。

	
	【提案１】
※必要に応じ、別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。


	
	【提案２】
※必要に応じ、別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。



様式4-2-7(2/2)
【評価項目番号7】デジタルトランスフォーメーションの活用に関する項目
	
	【提案等を求める内容】

	共通評価項目
	【提案３】
※必要に応じ、別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。


	
	【提案４】
※必要に応じ、別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。


	
	【提案５】
※必要に応じ、別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。



様式4-2-8
【評価項目番号8】企業の施工実績に関する項目
	
	【提案等を求める内容】
	評価指標
	該当項目に｢○｣印を付すこと

	共通評価項目
	【記載すべき事項】
焼却炉機械設備工事を行う企業における、焼却炉の納入実績について提示を求める。
納入実績は、提案する焼却炉と同機種に限る。
なお、機種とは「下水道施設計画・設計指針と解説 後編 2019年版（公益社団法人日本下水道協会） 第7章　第8節汚泥焼却」において記載されている「流動焼却炉、多段焼却炉、階段式ストーカ炉、回転乾燥焼却炉（ロータリーキルン）等」を示す。なお、これらの記載に含まれない機種については当該機種と同一のものとする。
【評価のポイント】
以下の納入実績を有する場合に評価する。
平成19年4月1日から入札参加申請期限までに、我が国又は効力を有する政府調達に関する協定を適用している国及び地域並びに我が国に対して建設市場が開放的であると認められる国及び地域において、元請として次の要件を満たす工事に係る請負契約（外国におけるこれに相当する請負契約を含む。）を単体企業で履行した実績（共同企業体の構成員としての実績にあっては、出資比率が20パーセント以上のものに限る。）を有すること。
官公庁所管の下水終末処理場における1炉当たり処理能力が脱水ケーキ100t/日以上の焼却炉の製作（製作方法は次のいずれかに限る。）を含む焼却炉設備工事。
・設計、製造及び検査を自ら行っている場合
・設計及び検査を自ら行い、製造のみを外注に付している場合
・ＯＥＭ契約に基づく外注により製作している場合
※回答は、本用紙の評価指標欄へ記載するとともに、別紙４（様式4-4-4）についても必要事項を記載し、別途提出すること。
	実績が
10件以上
	

	
	
	実績が
７件以上
	

	
	
	実績が
４件以上
	

	
	
	実績が
１件以上
	

	
	
	実績がない
	

	
	


様式4-3-1
【技術提案書添付資料（正本）表紙】
	注）・技術提案書添付資料（正本）は、技術提案書（正本）と一緒に１部提出してください。　　



	管理番号
	


※管理番号は記入しないでください
大阪府北部流域下水道事務所長　様
	グループ名
	

	企業名(代表者)
	

	所在地
	

	商号又は名称
	

	代表者名
	
	(押印不要)


	参加者番号
	


安威川流域下水道　中央水みらいセンター
汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
技術提案書添付資料（正本）
令和　年　月　日付けで公告のありました標記事業の技術提案書添付資料（正本）について、別紙のとおり提出します。
　
	問い合わせ先
	

	部署・担当者名
	

	電話番号
	

	メールアドレス
	


様式4-3-2
【技術提案書添付資料（副本）表紙】
	注）・技術提案書添付資料（副本）は、技術提案書（正本）と一緒に２部提出してください。
・技術提案書添付資料（副本）の内容は技術提案書添付資料（正本）と同一のものとし、本表紙には発注者から送付した参加者番号を記入したうえ、内容について入札参加者名を特定できないようマスキング処理等を行ってください。



	管理番号
	


※管理番号は記入しないでください
大阪府北部流域下水道事務所長　様
	参加者番号
	


安威川流域下水道　中央水みらいセンター
汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
技術提案書添付資料（副本）
令和　年　月　日付けで公告のありました標記事業の技術提案書添付資料（副本）について、別紙のとおり提出します。
様式4-4-1(1/2)

別紙１-１　運転時消費電力量削減及び創エネルギーに関する項目（【評価項目番号1】関連）
脱水機設備
	機器名
	仕様・構造
	消費kW（常用）
	発電kW（常用）

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	
	
	
	

	
	
	
	

	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　


焼却炉設備
	機器名
	仕様・構造
	消費kW（常用）
	発電kW（常用）

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	　
	　
	　
	　

	合計
	　
	　
	　


様式4-4-1(2/2)

別紙１-２　運転時消費電力量削減及び創エネルギーに関する項目（【評価項目番号1】関連）
【実証結果】
　提案に基づく設備（実験プラントを除く実プラント）を終末処理場に導入し、汚泥処理を行った実績を記載すること。
脱水機設備
	記入事項
	記入欄

	終末処理場名
	

	発注者名
	

	脱水機の形式
	

	脱水機の規模（DS-t/日）
	

	提案に基づく設備の導入時期
	　　　　　年　　月から　　　　　年　　月まで


提案に基づく設備（実験プラントを除く実プラント）を導入した終末処理場での濃縮汚泥連続投入日数を記載すること。
	上記導入実績では、濃縮汚泥連続投入日数は
	
	日

	連続投入期間は
	　　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで


焼却炉設備
	記入事項
	記入欄

	終末処理場名
	

	発注者名
	

	焼却炉の形式
	

	焼却炉の規模（wet-t/日）
	

	提案に基づく設備の導入時期
	　　　　　年　　月から　　　　　年　　月まで


提案に基づく設備（実験プラントを除く実プラント）を導入した終末処理場での脱水汚泥連続投入日数を記載すること。
	上記導入実績では、脱水汚泥連続投入日数は
	
	日

	連続投入期間は
	　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで


※１　提案が複数ある場合は、適宜表を追加し、それぞれの提案について導入された実績を記載すること。
※２　導入した実績を確認できる資料を添付すること（コリンズ登録証の写し（コリンズ登録証が無い場合、契約書の写し）、設計書の写し、特記仕様書の写し、図面の写し等）。
※３　上記導入実績での実証データによる実証結果からも、提案により見込める年間に換算した消費電力量の削減量を明確に説明できる資料を添付すること。
※４　脱水汚泥連続投入日数が確認できる資料を添付すること。
※５　この様式及び上記※２～４の添付資料は別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。
様式4-4-2

別紙２　運転時補助燃料削減に関する項目（【評価項目番号2】関連）
【実証結果】
　提案に基づく設備（実験プラントを除く実プラント）を終末処理場に導入し、汚泥処理を行った実績を記載すること。
	記入事項
	記入欄

	終末処理場名
	

	発注者名
	

	焼却炉の形式
	

	焼却炉の規模（wet-t/日）
	

	提案に基づく設備の導入時期
	　　　　　年　　月から　　　　　年　　月まで


提案に基づく設備（実験プラントを除く実プラント）を導入した終末処理場での脱水汚泥連続投入日数を記載すること。
	上記導入実績では、脱水汚泥連続投入日数は
	
	日

	連続投入期間は
	　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで


※１　提案が複数ある場合は、適宜表を追加し、それぞれの提案について導入された実績を記載すること。
※２　導入した実績を確認できる資料を添付すること（コリンズ登録証の写し（コリンズ登録証が無い場合、契約書の写し）、設計書の写し、特記仕様書の写し、図面の写し等）。
※３　上記導入実績での実証データによる実証結果からも、提案により見込める年間に換算した補助燃料（都市ガス）の削減量を明確に説明できる資料を添付すること。
※４　脱水汚泥連続投入日数が確認できる資料を添付すること。
※５　この様式及び上記※２～４の添付資料は別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。
様式4-4-3
別紙３　環境性に関する項目（【評価項目番号3】関連）
【実証結果】
　提案に基づく設備（実験プラントを除く実プラント）を終末処理場に導入し、汚泥処理を行った実績を記載すること。
	記入事項
	記入欄

	終末処理場名
	

	発注者名
	

	焼却炉の形式
	

	焼却炉の規模（wet-t/日）
	

	提案に基づく設備の導入時期
	　　　　　年　　月から　　　　　年　　月まで


提案に基づく設備（実験プラントを除く実プラント）を導入した終末処理場での脱水汚泥連続投入日数を記載すること。
	上記導入実績では、脱水汚泥連続投入日数は
	
	日

	連続投入期間は
	　　　年　　月　　日から　　　　　年　　月　　日まで


※１　提案が複数ある場合は、適宜表を追加し、それぞれの提案について導入された実績を記載すること。
※２　導入した実績を確認できる資料を添付すること（コリンズ登録証の写し（コリンズ登録証が無い場合、契約書の写し）、設計書の写し、特記仕様書の写し、図面の写し等）。
※３　上記導入実績での実証データによる実証結果からも、提案により見込める年間に換算した一酸化二窒素の削減量を明確に説明できる資料を添付すること。
※４　脱水汚泥連続投入日数が確認できる資料を添付すること。
※５　この様式及び上記※２～４の添付資料は別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。
様式4-4-4
別紙４　企業の施工実績に関する項目（【評価項目番号8】関連）
【納入実績】
官公庁所管の下水終末処理場における1炉当たり処理能力が脱水ケーキ100t/日以上の焼却炉の製作（製作方法は次のいずれかに限る。）を含む焼却炉設備工事。
・設計、製造及び検査を自ら行っている場合
・設計及び検査を自ら行い、製造のみを外注に付している場合
・ＯＥＭ契約に基づく外注により製作している場合
	工事名称
	発注者名
	受注者名
	完成年月
	対象施設情報

	
	
	
	
	処理場名
	焼却炉処理能力
（wet-t/日）

	
	
	
	年　　月
	
	

	
	
	
	年　　月
	
	

	
	
	
	年　　月
	
	

	
	
	
	年　　月
	
	

	
	
	
	年　　月
	
	

	
	
	
	年　　月
	
	

	
	
	
	年　　月
	
	

	
	
	
	年　　月
	
	


※１　条件を満たさないものについては評価対象としない。
※２　共同企業体での実績の場合、出資率20%以上のものを対象とする。
※３　実績の確認に有効な書類を添付すること。
①　工事名、発注者名、受注者名、完成年月、処理場名、焼却炉処理能力についての記載がある契約書、設計図書等の写し、発注者の証明書又は同内容が確認できる資料。
②　共同企業体での実績について、出資率が確認できる資料。
※４　行数が不足する場合は、適宜、行を追加すること。
※５　この様式及び上記※３の添付資料は別冊「技術提案書添付資料」にファイリングし、提出すること。
様式5-1-1
令和○年○月○日
入札書
　大阪府北部流域下水道事務所長　様
申請者（グループ名）
　　　　　　　代表企業
商号又は名称　　
住　　　　所　　
代表者名（支店長名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
下記の金額で受託いたしたく入札公告、入札説明書、入札心得等の各条項並びに要求水準書等及び現場の状況を承諾のうえ、入札いたします。
記
案件名　安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
	入札金額
①
	千
	百
	拾
	億
	千
	百
	拾
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


①の内訳として
　　　設計建設業務
	入札金額
②
	千
	百
	拾
	億
	千
	百
	拾
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


点検整備業務
	入札金額
③
	千
	百
	拾
	億
	千
	百
	拾
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）記載する金額には、全て消費税及び地方消費税相当額を含まないこと。
　　　金額を訂正しないこと。
　　　金額記載の文字はアラビア字体とすること。
　　　金額の頭に￥記号を付けること。
　　　②と③の合計が①と一致するように記入すること。
　　　業務費内訳書１（様式5-2-1）及び業務費内訳書２（様式5-2-2）を添付すること。
くじ番号の欄には任意の３桁の値（０００～９９９）を記入すること。
	くじ番号
	
	
	


様式5-1-2

令和○年○月○日
入札書（再度入札用）
　大阪府北部流域下水道事務所長　様
申請者（グループ名）
　　　　　　　代表企業
商号又は名称　　
住　　　　所　　
代表者名（支店長名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
下記の金額で受託いたしたく入札公告、入札説明書、入札心得等の各条項並びに要求水準書等及び現場の状況を承諾のうえ、入札いたします。
記
案件名　安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
	入札金額
①
	千
	百
	拾
	億
	千
	百
	拾
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


①の内訳として
　　　設計建設業務
	入札金額
②
	千
	百
	拾
	億
	千
	百
	拾
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


点検整備業務
	入札金額
③
	千
	百
	拾
	億
	千
	百
	拾
	万
	千
	百
	拾
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）記載する金額には、全て消費税及び地方消費税相当額を含まないこと。
　　　金額を訂正しないこと。
　　　金額記載の文字はアラビア字体とすること。
　　　金額の頭に￥記号を付けること。
　　　②と③の合計が①と一致するように記入すること。
業務費内訳書１（再入札用）（様式5-2-3）及び業務費内訳書２（再入札用）（様式5-2-4）を添付すること。
くじ番号の欄には任意の３桁の値（０００～９９９）を記入すること。
	くじ番号
	
	
	


様式5-3
令和○年○月○日
入札辞退届
　大阪府北部流域下水道事務所長　様
申請者（グループ名）
　　　　　　　代表企業
商号又は名称　　
住　　　　所　　
代表者名（支店長名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
下記について参加申請しましたが、次の理由により辞退します。
記
１　公告の日付　　令和５年１月13日付
２　事　業　名　　安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
３　理　　　由
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式5-4
令和○年○月○日
委任状
　大阪府北部流域下水道事務所長　様
申請者（グループ名）
　　　　　　　代表企業
商号又は名称　　
住　　　　所　　
代表者名（支店長名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
私儀　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、下記事業に対する入札及び見積に関する
一切の権限を委任します。
記
事業名：安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
	代理人使用印鑑
	
	印

	
	
	


　　
（注）委任状の形式は自由ですので、この委任状でなくても結構です。
様式6-1
事 業 名：安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）
誓　約　書
公共工事等に係る契約の履行に当たって、大阪府暴力団排除条例（以下「条例」という。）及び大阪府暴力団排除条例に基づく公共工事等からの暴力団の排除に係る措置に関する規則（以下「規則」という。）を守り、下記事項について誓約します。
記
１　規則第３条第１項各号のいずれにも該当しません。
２　条例第11条第２項の規定により、大阪府から役員の氏名その他必要な事項の報告を求められたときは、速やかに書面等（役員名簿等）により提出します。
　　
３　本誓約書その他の大阪府に提出した書面等を、大阪府が大阪府警察本部に提供することに同意します。
　　
　　４　規則第８条及び第10条に規定する事項について、遵守します。
大阪府知事　様
令和　　年　　月　　日　所在地
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
（基本協定書に押印するものと同一の印）
代表者の生年月日　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
■今後とも、暴力団と一切関係を持ちません。　　　　　　　　　　　　はい　・　いいえ
■暴力団排除に取り組みます。府の暴力団排除の施策に協力します。　　はい　・　いいえ
■暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合は、入札参加除外者の指定を受け公表され、また、この契約を解除され、違約金を徴収されても異議ありません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　はい　・　いいえ
（次頁を確認のうえ両面印刷又は添付にて提出してください。）
暴力団追放

暴力団を追放するためには、次の４点を基本的心構えとしてください。
１　暴力団を恐れない
「暴力団員は凶暴で何をするか分からない」という恐怖感があります。
　しかし、彼らは暴力をふるうために企業を訪ねて来るのではなく、金を得ることがその目的です。
　その目的達成のため、暴力団は怖いというイメージをフルに利用し、しかも暴行・脅迫等にならないよう、つまり警察に捕まらないよう細心の注意を払いつつ不当な要求をしてくるのです。
　要は、暴力団の本質を理解し、必要以上に恐れず、彼らの要求を冷静に聞き、毅然とした態度で対応することが大切です。
２　暴力団に金を出さない
暴力団員の不当要求の手口は、威圧的な態度を示して、応対者を困惑させ、支払わざるを得ない心理状態に陥れることが多いのです。応対者に一刻も早くこの場を収めたいという気持ちにさせ、金を得るのが彼らの常套手段です。こうして支払われた金が、暴力団を肥やし育て、新たな被害者を生むことになります。
　そして、支払われた金は、決して物事の解決にはつながりません。それどころか「この企業（個人）は金になる」との印象を与え、更なる要求へ、また、その情報は彼らの組織を通じ他の暴力団等へと流れる結果となります。
　そのようなことにならないためにも、不当な要求には断じて応じないという姿勢を示し、彼らにこの相手はアタックしても無駄だと思い知らしめることが重要です。
３　暴力団を利用しない
　暴力団は、自分の利益のみを考えています。
　時には、暴力団を利用した人と暴力団の利害が一致し、一時的には良い結果が得られたとしても、後日彼らは、利用者からも約束以上の金を巻き上げるため、あの手この手でやってきます。
　現実に、「暴力団を利用した結果弱みをつかまれ、逆にその暴力団に多額の金を支払わざるをえなかった」という事例も見られます。
　暴力団の利用については、暴力団対策法では、「何人も指定暴力団員に暴力的要求行為を依頼してはならない」と規定し、利用した人も規制・取締りの対象となります。
４　暴力団と「交際しない」
交際は「暴力団の活動を助長」暴力団はあらゆる機会を狙って近づいてきます。
●  暴力団と関係すること自体が不当要求のきっかけになることがあります。
●　暴力団と交際していると「暴力団と社会的に非難されるべき関係にある者」とされ、公共事業等から排除されることがあります。
　　　　　　　　　　　　　　　（公益財団法人　大阪府暴力追放推進センター　ＨＰ　より）
様式7-1
令和○年○月○日
技術提案書に係る評価結果に対する質問書
「安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）」に関する技術評価について、次のとおり質問がありますので提出します。
	グループ名
	

	会社名(代表者)
	

	所在地
	

	所属
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	Fax
	

	E-Mail
	


	No.
	質問内容

	1
	

	2
	

	3
	


※記入上の注意
１　グループの代表企業が提出してください。
２　質問が多い場合は、行を適宜追加してください。
３　行の追加及び行の高さの変更以外、表の書式の変更を行わないでください。
４　ファイル形式はMicrosoft　Wordとします。
５　質問の送付先アドレス
gesuido-ppp@gbox.pref.osaka.lg.jp

６　申込み頂きました情報は、質問内容を確認する場合に限り、使用します。
様式7-2
令和○年○月○日
予定価格（設計金額）に対する質問書
「安威川流域下水道　中央水みらいセンター　汚泥処理施設包括管理事業（設計・建設・維持管理）」に関する予定価格（設計金額）について、次のとおり質問がありますので提出します。
	グループ名
	

	会社名(代表者)
	

	所在地
	

	所属
	

	担当者名
	

	電話番号
	

	Fax
	

	E-Mail
	


	No.
	質問内容

	1
	

	2
	

	3
	


※記入上の注意
１　グループの代表企業が提出してください。
２　質問が多い場合は、行を適宜追加してください。
３　行の追加及び行の高さの変更以外、表の書式の変更を行わないでください。
４　ファイル形式はMicrosoft　Wordとします。
５　質問の送付先アドレス
gesuido-ppp@gbox.pref.osaka.lg.jp

６　申込み頂きました情報は、質問内容を確認する場合に限り、使用します。[image: image1.png]



大阪府使用欄





（１）次の者は、規則第３条第１項各号に該当します。


①暴力団員


②自己若しくは第三者の利益を図り又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用した者


③暴力団の威力を利用する目的などで、暴力団又は暴力団員に対し、金品等の利益又は役務の供与をした者


④暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動・運営に資することとなる相当の対償のない利益の供与をした者


⑤暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者


⑥役員等（事実上、経営に参加している者を含む。）が①から⑤までのいずれかに該当する事業者


⑦①から⑥のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方として、大阪府が発注する公共工事等の下請


契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結した事業者


（２） 元請負人は、次の事項を遵守しなければいけません。（規則第８条及び第１０条関係）


①下請契約又は再委託契約を締結する前に下請負人に誓約書を提出させなければいけません。誓約書を提出しない者を下請負人としてはいけません。


②下請契約の前に、下請負人の名称等を、府に通知してください。


③下請契約、再委託契約、資材原材料の購入契約等の契約を締結する前に、相手方が入札参加除外者又は誓約書違反者に該当しないことを確認してください。


④下請契約、再委託契約、資材原材料の購入契約等の契約を締結した者が、その契約を締結した日から契約期間が満了する日までの間に上記（１）に該当することとなったとき等は、その下請契約等の解除を求めなければいけません。　（あらかじめ、契約書に暴力団排除条項を盛り込んでおく等の対応が考えられます。）


⑤公共工事等に係る契約の履行に当たって、暴力団員又は暴力団密接関係者による不当介入を受けたときは、速やかに府に報告してください。


※下請負人には第２次以下の下請契約又は再委託契約の当事者を含みます。





基本的な心構え（暴力団追放３ない運動 ＋ １）
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